
簡易公募型競争入札方式（簡易型総合評価落札方式）に係る手続開始の広告

次のとおり指名競争入札参加者の選定の手続を開始します。

平成２７年１１月１３日

本州四国連絡高速道路株式会社

しまなみ今治管理センタ－所長 小林 義弘

１ 業務概要

（１）業 務 名 今治管内無線鉄塔他耐震診断

（２）業務箇所 受注者の事務所

（３）業務内容 しまなみ今治管理センター管内の通信用鉄塔及び電気通信関連建築施

設について耐震診断を行うものである。

（４）履行期限 契約締結の日の翌日から平成２８年３月１８日

（５）本業務は、入札前に業務実施計画等に関する技術資料を受け付け、価格以外の要素

と入札価格を総合的に評価して落札者を決定する総合評価落札方式によるものである。

２ 指名されるために必要な要件

（１）入札参加者に要求される資格

本州四国連絡高速道路株式会社における平成２７・２８事業年度調査等入札参加資格

の審査において、業務種別「建築設計」で資格を有すると認められた者であること。

（２）入札参加者を選定するための基準

①不誠実な行為の有無

②経営状況

③過去の業務実績

④手持ち調査の状況

⑤技術的適正 ※

⑥労働福祉の状況

※なお、同基準中の「技術的適正」については、同種又は類似の業務の実績並び

に配置予定の技術者の資格、業務の経歴及び手持ち業務等を勘案するものとする。

３ 総合評価落札方式に関する事項

（１）落札者の決定方法

① 指名された入札参加者は、「価格」並びに「技術等」をもって契約の申込を行い、

下記（２）総合評価の方法によって得られた数値（以下「評価値」という。）の最も



高い者を落札者とする。

② 上記①において評価値の最も高い者が２者以上あるときは、当該者にくじを引かせ

て落札者を決定する。

（２）総合評価の方法

① 参加表明書の記載内容に応じ、以下の評価項目ごとに評価を行い、最大で２００点

の技術評価点を与える。

１）配置予定技術者の資格及び実績等

２）配置予定技術者の成績

３）業務実施方針及び手順

② 価格評価点の評価方法は、入札価格の予定価格に対する割合に応じて、以下のとお

りとする。

１）８０％以上：１００×（１．８０－入札価格／予定価格）ただし、入札価格が予

定価格を超えている場合には評価しない。

２）７５％以上８０％未満：１００

３）７５％未満：４００×（入札価格／予定価格－０．５）ただし、価格評価点は０

を最低点とする。

③ 総合評価は、上記①により得られた技術評価点と、上記②により得られた価格評価

点の合計点（評価値）をもって行う。

④ 詳細は、入札説明書による。

４ 入札手続等

（１）担当部署

〒７９４－００７２ 愛媛県今治市山路７５１番地２

本州四国連絡高速道路株式会社

しまなみ今治管理センタ－総務課

電 話 ０８９８－２３－７２５０

ＦＡＸ ０８９８－２３－８７０８

Ｅ-mail

（２）説明書の交付期間、場所及び方法

① 期間：平成２７年１１月１３日から平成２７年１１月２４日までの土曜日、日曜日

及び祝日を除く毎日１０時００分から１６時００分まで

② 場所：上記（１）に同じ。

③ 方法：無料で交付する。

説明書の入手を希望する者は、以下の必要事項を入力した電子メール（テキ

スト入力）を、上記（１）の電子メールアドレスに送信するものとする。

説明書の交付は、電子メールにより行うが、当社からの受信確認は行わない。



必要事項は間違いのないよう入力すること。なお、入力した情報の不備により

発生した損失や損害について、当社は責任を負わない。

必要事項 メール件名：今治管内無線鉄塔他耐震診断

①業者番号

②業者名

③担当部署

④担当者名

⑤住所

⑥電話番号

⑦メールアドレス

※１ セキュリティ上の都合により、フリーメール及び添付ファイルは開封しない。

※２ やむを得ない事由により、メールにより入手できない場合に限り、書留郵便によ

りＣＤ－Ｒを無料で交付する。

（３）参加表明書の受領期限並びに提出場所及び方法

① 期限：平成２７年１１月２４日１６時００分

② 場所：上記（１）に同じ。

③ 方法：本業務に係る入札参加を希望する者は、説明書に基づき参加表明書を作成し、

郵送等（書留郵便又は信書便。受領期限内必着）又は持参すること。

電送によるものは受け付けない。

（４）入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法

平成２７年１２月１５日１４時００分 しまなみ今治管理センター総務課に持参する

こと。

５ その他

（１）手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

（２）入札保証金及び契約保証金

①入札保証金 免除。

②契約保証金 納付。

ただし、金融機関等の保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、

公共工事履行保証証券による保証を付し、若しくは、履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金の納付を免除する。

（３）入札の無効

本広告（または公示）に示した指名されるために必要な要件を満たさない者のした入

札、参加表明書に虚偽の記載をした者のした入札又は入札に関する条件に違反した入札

は、無効とする。

（４）落札者の決定方法



予定価格の制限の範囲内で有効な入札を行った者のうち、上記３（１）により得られ

た評価値が最も高い者を落札者とする。

（５）手続における交渉の有無 無。

（６）契約書作成の要否 要。

なお、当社が利用している電子契約サービスにより、電子契約書を使用した電子契約

によることができる。

（詳細は、当社ホームページ http://www.jb-honshi.co.jp/keiyaku/index.html による。）

（７）関連情報を入手するための照会窓口は、上記４（１）に同じ。

（８）２（１）に掲げる平成２７・２８事業年度調査等入札参加資格（業務種別「建築設

計」）の認定を受けていない者も４（３）により参加表明書を提出することができるが、

競争に参加するためには、開札の時において、当該資格の認定を受け、かつ、指名され

ていなければならない。

（９）外国における技術者資格をもって申請する場合には、別途国土交通省総合政策局建

設市場整備課における建設コンサルタント業務に関する国土交通大臣認定を受けた者

のみを認めるものとする。

なお、参加表明書の提出期限までに当該認定を受けていない場合にも参加表明書を提

出することができるが、この場合、参加表明書提出時に当該認定の申請書の写しを提出

するものとし、当該業者が指名を受けるためには指名通知の日までに大臣認定を受け、

認定書の写しを提出しなければならない。指名通知の日は平成２７年１２月４日（金）

を予定する。

（１０）詳細は説明書による。


